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１．はじめに

少子高齢化が加速する現在，大学間の競争は激化し，
学生のニーズを満たすカリキュラムの設計が急務とされ
ている。日本文理大学の経営経済学部においても，学生
の社会に必要とされる知識や能力を育成するため，カリ
キュラムの見直しが課題とされている。特に今後考慮す
べき授業形態として，「アクティブ・ラーニング」，「地
域志向」，「Information and Communication Technology

（以下 ICTとする）」の３つを挙げる。
アクティブ・ラーニングとは，「教員による一方向的

な講義形式の教育とは異なり，学修者の能動的な学修へ
の参加を取り入れた教授・学習法の呼称である。（文部
科学省，２０１２）」。講義形式の授業に加え，表１のように
グループ・ディスカッションやディベートなど能動的な
学修であるアクティブ・ラーニングを取り入れる大学が
増えてきている。今後は，多くの大学で講義の質的転換
が求められるだろう。本学でも多くの授業においてアク
ティブ・ラーニングが導入されつつある。しかし，現段
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表１ アクティブ・ラーニング技法の例 出典：中村（２０１６）．p．３５
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階でのアクティブ・ラーニングの導入は発展途上の段階
である。
日本文理大学の教育理念は，「産学一致」，「人間力の

育成」，「社会・地域貢献」である。本学の授業では，特
に大分の地域に根差した教育活動が求められている。経
営経済学部では，地域の課題解決を通じて，実践的な知
識を学ぶことができるだけでなく，人間力を身に付け成
長することを目標としている。本学の経営経済学部で
は，各コースに応じた地域志向の学修実現が求められる。
近年では，ICTの発展により，学生の ICTリテラ

シーの習得が必要とされている。本学では，１年生より
PCの購入と持参が必須になっている。しかしどの程度
の授業が学生に PCを十分に活用させているかは不明確
である。
前述の今後考慮すべき事項については，現時点で本学

の本学部においてどの程度実現されているかは明らかに
されていない。そこで経営経済学部で開講されている専
門科目について，「アクティブ・ラーニング」，「地域志
向科目」，「学生の PCの活用場面」の実態に関する調査
を実施した。この調査の結果を受け，本学部の授業形態
の状況を把握し，課題を見つけ，今後のカリキュラム・
マネジメントに活かすことが本稿の目的である。

２．実態調査について

２－１ 調査の概要
教務調査の一環として，経営経済学科の専門科目（ゼ

ミナールを除く）を対象として，地域志向科目のレベル

と講義形態，アクティブ・ラーニングの有無，学生の
PCの活用状況を調査した。２０２４年９月４日に教員用
SNS（desknet’s）を用いて周知を行い，２７日まで実施を
した。調査はGoogle スプレッドシートへの回答となっ
ている。具体的な質問項目は次の通りである。
・地域志向科目の有無とレベル
・アクティブ・ラーニングの有無と活用技法
・講義内で使用しているアプリケーション
なお，活用しているアクティブ・ラーニング技法につ

いては表１のすべてを網羅はせず事前に筆者らで日本文
理大学で実施されている高度な手法について抜き出し，
調査項目としている。

２－２ 授業形態調査の結果
調査の結果１８２の授業に対しての回答があった。以下

各項目の集計結果を示す。
図１は授業における地域志向科目の割合を示してい

る。なお地域志向科目とは，学校法人文理学園（２０１８）
の資料によると「地域での体験交流活動」「課題解決に
必要な知識の修得」「ステークホルダーとの協働による
課題解決型学修」の学修サイクルに関わる科目と定義し
ている。調査の結果，本学経営経済学部での地域志向科
目の授業の割合として最も多いカテゴリーは「カテゴ
リー３：知識修得科目」である。次いで該当なしである
が，これは地域志向でなく汎用的な知識やスキルを学ぶ
科目であると考えられる。さらに多いものが「カテゴ
リー１：課題解決型学修科目」となっている。
本学の地域志向科目は本来的にはカテゴリー２で地域

図１ 経営経済学部地域志向科目の割合（筆者作成）
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図２ 経営経済学部アクティブ・ラーニング実施割合
（筆者作成）

に溶け込みその中での経験から知識の習得の必要性を感
じ，カテゴリー３で知識を身に付ける，さらに集大成と
してカテゴリー１で本格的に地域の問題解決を想定して
いると考えられている。現状のカテゴリー割合を鑑みる
と，地域志向の入門であるカテゴリー２が少ない状況で
ある。
次にアクティブ・ラーニングの実施割合についてであ

る。図２は授業で主に用いられるアクティブ・ラーニン
グの実施割合を示したものである。実施される授業の約
半分が何らかのアクティブ・ラーニング技法を用いた授
業であることが分かる。「グループワーク」，「実習，
フィールドワーク」，「PBL」，が１０％を超えており特に
多い技法となっている。

更に図１，２についてのクロス集計を行ったものが図
３である。地域志向科目におけるカテゴリー１，２につ
いてはアクティブ・ラーニング技法の活用割合が高い一

方でカテゴリー３，該当なしについてはアクティブ・
ラーニングの技法が半数以上用いられていない状況で
あった。このことから知識習得系の講義科目は旧来から
の授業スタイルが大半を占めることがわかる。

２－３ 授業で学生が使用しているアプリケーションに
ついて
図４は授業内で学生が使用しているアプリケーション

についての調査結果である。最も多いものはGoogle-
Classroomであるが，割合は６６％であった。経営経済学
部では LMS（Learning Management System（学習管
理システム））としてGoogle Classroomを用いているた
め真の使用状況は回答よりも高い数値であると考えられ
る。それ以外のアプリケーションの使用はほとんど無
く，学生は遅くとも大学１年生で PCを購入しているも
のの，授業でのアプリケーションの活用が資料提示程度
の状況であると想定される。また，あくまでアプリケー
ションの調査であるためGoogle Classroomについても
PCからの利用ではなくスマートフォン等からの端末利
用であると想定されるため，実際の PCからの使用につ
いては限定的であると示唆される。

２－４ 他大学とのデータ比較
前節までのデータにつきWebで確認できる他大学にお

けるアクティブ・ラーニング実施割合の調査との比較を
行う。なお，２つの大学の調査結果を挙げるが，若干古
いものであること，調査項目として挙げているアクティ
ブ・ラーニングの種類が違うことは留意すべき点である。

図３ 地域志向とアクティブ・ラーニングのクロス集計（筆者作成）
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２０１６年の東京聖徳大学の調査では入門・教養科目や専
門・専門関連科目の講義科目の８９％がアクティブ・ラー
ニングを導入していた。
２０１７年の東京都市大学の調査では１，３７８科目のうち，

８９．５％がアクティブ・ラーニングを導入していた。同大
学における更に詳細な技法の割合は図５の通りである。
使用される技法の中で最も多いものは「授業中の投げか

けとフィードバック」，「レポート等の課題」が多く，ア
クティブ・ラーニング科目の約５０％であった。次いで
「ディスカッション」，「グループワーク」，「プレゼン
テーション」（３５％程度）であった。一方今回の本学調
査の項目にあった「演習」は２６％，「フィールドワーク」
は７％，「PBL」は１３％で本学の結果とほぼ変わらない，
もしくは一部科目については多い状況であった。

図４ 授業で用いられるアプリケーション（筆者作成）

図５ 他大学におけるアクティブ・ラーニング技法使用の割合
（東京都市大学（２０１７）より筆者が作成）
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他大学とのデータ比較より調査項目の違いがあるた
め，本学のアクティブ・ラーニングの割合が低いという
結果であった可能性がある。実際に本学の講義形式の授
業においても「授業中の投げかけとフィードバック」，
「レポート等の課題」は実際に行われている可能性は高
いため厳密なアクティブ・ラーニング率の調査を行うと
高い水準になるのではないかと考える。

３．おわりに

今回の調査を通じて幾つかの状況が判明した。地域志
向科目については各カテゴリーの授業数が明らかにな
り，科目数は多い順からカテゴリー３，１，２となってい
る。正しいバランスとなっているかについての検証およ
び科目の整備が必要である。
アクティブ・ラーニングについては実施割合が約５０％

であった。また，比較できる項目の一部は他大学より高
い割合であった。しかしゼミナールの状況は分かってい
ないかつ，表１のようなすべてのアクティブ・ラーニン
グの技法を調査することで実質的な割合はもっと高くな
るであろう。本学がより「産学一致」教育を目指し，企
業連携での実習が増えていくことでよりアクティブ・
ラーニングの割合は向上すると考える。
また，PCの活用について２０２１年度入学の学生からは

必携にしている状態でこの状況では非常にもったいな
く，活用率を上げる余地がある。今後入学する学生は高
校まででのGIGA端末の使用や探求学習などを経験し
ているためさらなる活用が望まれる。本調査の結果を踏
まえ，今後入学してくる学生に向けて教員はどのような

授業を提供していくのかまだまだ検討の余地があるので
はないかと考える。
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